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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第14期中 第15期中 第16期中 第14期 第15期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (千円) 35,281,08721,645,613 ― 70,975,70726,769,149

経常損失（△） (千円) △ 977,417△ 517,233 ― △1,426,660△804,436

中間(当期)純損失(△) (千円)△ 12,848,845△ 16,028,842 ― △57,647,354△6,294,640

純資産額 (千円) 174,750,27240,008,772 ― 129,614,67332,986,649

総資産額 (千円) 213,260,61282,556,360 ― 178,009,83166,538,679

１株当たり純資産額 (円) 16,101.023,815.68 ― 11,842.483,807.13

１株当たり中間(当期)純損
失(△)

(円) △ 1,226.69△1,530.28 ― △5,503.62△609.79

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 79.1 48.4 ― 69.7 49.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円)△ 12,621,952△6,218,430 ― △43,210,726△8,620,055

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 12,899,41520,417,823 ― 102,756,25933,845,762

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 3,341,735△55,539,903 ― △4,565,789△70,621,073

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 11,967,39228,356,138 ― 69,696,64924,301,283

従業員数
（ほか、平均臨時雇用者数)

(名)
1,170
(1,783)

368
(64)

―
(―)

1,066
(1,510)

357
(―)

(注)1　売上高には消費税等は含まれておりません。

(注)2　第14期、第15期、第14期中及び第15期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は

ありますが、１株当たり中間（当期）純損失であること、及び当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把

握できませんので記載しておりません。

(注)3　平成22年５月10日に全ての連結子会社株式を売却したことにより、当社には連結の範囲に含める子会社がなく

なったことから、第16期中より中間連結財務諸表を作成しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第14期中 第15期中 第16期中 第14期 第15期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (千円) 141,471 76,5753,001,518255,408102,828

経常利益又は経常損失(△) (千円) △ 405,178△988,4411,942,868△383,024△1,879,458

中間純利益又は中間(当期)
純損失(△)

(千円)△ 12,988,849△14,405,2345,685,777△55,729,983△5,031,585

持分法を適用した場合の
投資損失(△)

(千円) ― ― △64,684 ― ―

資本金 (千円) 86,291,382100,000100,000100,000100,000

発行済株式総数 (株) 10,494,68010,494,68010,494,68010,494,68010,494,680

純資産額 (千円) 163,231,25138,001,06714,668,691120,490,11630,613,726

総資産額 (千円) 175,786,02478,791,78046,079,302143,513,07962,715,050

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,695.35 ― ―

１株当たり中間純利益 (円) ― ― 657.14 ― ―

潜在株式調整後１株当たり
中間純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― 1,600 ― 6,500 4,100

自己資本比率 (％) 92.9 47.8 31.8 84.0 48.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 1,388,374 ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 10,233,221 ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △21,802,985 ― ―

現金及び現金同等物の
中間期末残高

(千円) ― ― 11,269,245 ― ―

従業員数
（ほか、平均臨時雇用者数)

(名)
28
(２)

17
(２)

10
(―)

25
(２)

16
(―)

(注)1　売上高には、消費税等は含まれておりません。

(注)2　第15期までの「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間

(当期)純利益」については、中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりますので、記載を省略しており

ます。

(注)3　第16期中の「潜在株式調整後1株当たり中間純利益」については、潜在株式はありますが、当社株式は非上場であ

るため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

(注)4　第15期までの「持分法を適用した場合の投資損失(△)」については、中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成

しておりますので、記載を省略しております。

(注)5　第15期までの「営業活動によるキャッシュ・フロー」、「投資活動によるキャッシュ・フロー」、「財務活動に

よるキャッシュ・フロー」、「現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高」については、中間連結財務諸表及び

連結財務諸表を作成しておりますので、記載を省略しております。
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２【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

主要な関係会社の異動

株式会社ライブドア、ジェイ・リスティング株式会社、ADWIRES株式会社及び株式会社ライブドアキャ

リア（以下、総称して「ライブドアグループ」といいます。）につきましては、平成22年５月10日付で当

社が保有していた株式会社ライブドアの全株式の売却に伴い、ライブドアグループが関係会社に該当し

なくなりました。また、株式会社エイシスにつきましても、平成22年５月10日付で、当社が保有していた株

式会社エイシスの全株式の売却に伴い、関係会社に該当しなくなりました。

　

３【関係会社の状況】

「２　事業の内容　主要な関係会社の異動」に記載しております。

　

４【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数（名） 　 10

　
　
(2) 労働組合の状況

　労使関係については、特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間におけるわが国経済は、輸出の緩やかな増加等により景気は回復傾向にあるものの、欧州

の金融不安の影響により、円高・株安が進行し、デフレの懸念や厳しい雇用環境など、先行き不透明な状況

で推移いたしました。

このような状況のもと純粋持株会社である当社は、当中間会計期間において連結子会社株式をすべて売

却した結果、売上高は3,001百万円(前年同期は76百万円)となり、経常利益は1,942百万円（前年同期は988

百万円の経常損失）となりました。特別損益項目においては、関係会社株式売却益4,063百万円など特別利

益4,135百万円及び特別損失392百万円を計上したことにより、中間純利益は5,685百万円（前年同期は

14,405百万円の中間純損失）となりました。

　
セグメント別の業績については、当社は純粋持株会社ですが、当中間会計期間末において子会社が存在し

ないため、記載を省略しております。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間におけるキャッシュ・フローについては、営業活動により1,388百万円増加し、投資活動

により10,233百万円増加し、財務活動により21,802百万円減少し、この結果、当中間会計期間末における残

高は11,269百万円となりました。

　
当中間会計期間における各キャッシュ・フローとそれらの要因は以下のとおりです。

なお、前中間会計期間においては中間連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりましたので、前中間

会計期間との比較は行っておりません。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、1,388百万円となりました。これは、税引前中間純利益5,686百万円を計

上したことが主な理由であります。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、10,233百万円となりました。これは、定期預金の増減額3,600百万円及び

関係会社株式の売却による収入6,346百万円を計上したことが主な理由であります。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、21,802百万円となりました。これは、配当金の支払額21,802百万円を計

上したためであります。

　

２【生産、受注及び販売の状況】

　当社は純粋持株会社ですが、当中間会計期間末において子会社が存在しないため記載を省略しておりま

す。
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３【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

　

４【事業等のリスク】

当中間会計期間において、本半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

５【経営上の重要な契約等】

特記すべき事項はありません。

　

６【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。

　

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

(1)経営成績の分析

　「１業績等の概要 (1)業績」に記載しております。

 

(2)財政状態の分析

（資産）

　当中間会計期間末の総資産は、46,079百万円（前事業年度末は62,715百万円）と、前事業年度末と比較し

て16,635百万円の減少となりました。これは主に、剰余金の配当によるものです。

（負債）

　当中間会計期間末の負債合計は、31,410百万円（前事業年度末は32,101百万円）と、前事業年度末と比較

して690百万円の減少となりました。これは主に、未払配当金の支払いによるものです。

（純資産）

　当中間会計期間末の純資産合計は、14,668百万円（前事業年度末は30,613百万円）と、前事業年度末と比

較して15,945百万円の減少となりました。

 

(3)キャッシュフローの分析

　「１ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」に記載しております。
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第３ 【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２【設備の新設、除却等の計画】

特記すべき事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ＬＤＨ(E05074)

半期報告書

 7/61



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,196,550,000

計 4,196,550,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成22年11月19日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,494,680 10,494,680非上場・非登録
単元株式数は１株で
あります。

計 10,494,680 10,494,680 ― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

特記すべき事項はありません。
　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成22年９月30日 ─ 10,494,680 ─ 100,000 ─ 25,000

　

(6) 【大株主の状況】
平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会

社

渋谷区恵比寿４丁目20番３号

恵比寿ガーデンプレイスタワー
2,847,877 27.14

クレディスイスセキュリティーズヨーロッ

パリミテッドチェストナットファンドリミ

テッド

品川区東品川２丁目３番14号 900,000 8.58

ビーエヌピーパリバセキュリティーズサー

ビスジャージースペアポイントリミテッド

ジャスデックバックトゥーバック

中央区日本橋３丁目11番１号 879,642 8.38

ドイツ証券株式会社
千代田区永田町２丁目11番１号

山王パークタワー
807,684 7.70

ゴールドマンサックスアンドカンパニーレ

ギュラーアカウント

港区六本木６丁目10番１号

六本木ヒルズ森タワー
500,012 4.76

クレディスイスセキュリティーズヨーロッ

パリミテッドプライムブローカレッジエリ

オットインターナショナルエルピー

品川区東品川２丁目３番14号 372,926 3.55

クレディスイスセキュリティーズヨーロッ

パリミテッドピービーセクイントノント

リーティークライアント

品川区東品川２丁目３番14号 313,983 2.99

クレディスイスセキュリティーズヨーロッ

パリミテッドプライムブローカレッジリバ

プールリミテッドパートナーシップ

品川区東品川２丁目３番14号 248,618 2.37

ドイチェバンクアーゲーロンドンピービー

ノントリティークライアンツ613

千代田区永田町２丁目11番１号

山王パークタワー
43,350 0.41

ステートストリートバンクアンドトラスト

カンパニー505025
中央区日本橋３丁目11番１号 41,250 0.39

計 ― 6,955,342 66.27

(注)１．モルガン・スタンレー証券株式会社は、平成22年５月１日付でモルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社に

商号変更しております。

　　２．上記のほか当社所有の自己株式1,842,355株（17.56％）があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

1,842,355
(自己保有株式)

―
株主としての権限内容に制
限のない、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

8,652,325
8,652,325

株主としての権限内容に制
限のない、標準となる株式

単元未満株式 ─ ― ―

発行済株式総数 10,494,680 ― ―

総株主の議決権 ― 8,652,325 ―

(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の失念株式等9,711株及びそれに係る議決

権9,711個が含まれます。

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ＬＤＨ

東京都新宿区西新宿
七丁目20番１号

1,842,355─ 1,842,35517.56

計 ― 1,842,355─ 1,842,35517.56

　

２【株価の推移】

当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。

　
３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1)　当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大

蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2)　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令

第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。

　

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)及び当中間会計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)の中間財務諸表につい

て、あすなろ監査法人により中間監査を受けております。

　

３　中間連結財務諸表について

　平成22年５月10日に全ての連結子会社株式を売却したことにより、当社には連結の範囲に含める子会社

がなくなったことから、当中間会計期間より中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１【中間連結財務諸表等】
(1)【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

（単位：千円）

前中間連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 52,356,138 41,901,283

受取手形及び売掛金 1,360,764 1,255,833

たな卸資産 11,880 7,877

金銭の信託 6,409,333 6,109,051

その他 991,705 2,275,749

貸倒引当金 △27,677 △26,344

流動資産合計 61,102,145 51,523,450

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 77,207 120,085

その他（純額） 353,120 442,149

有形固定資産合計 ※１
 430,328

※１
 562,235

無形固定資産 112,719 99,752

投資その他の資産

長期預け金 10,768,702 11,193,858

供託金 8,891,770 －

その他 1,267,586 3,174,552

貸倒引当金 △16,892 △15,170

投資その他の資産合計 20,911,167 14,353,240

固定資産合計 21,454,215 15,015,228

資産合計 82,556,360 66,538,679

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 284,223 276,226

未払配当金 12,614,127 －

未払法人税等 198,972 197,561

賞与引当金 228,200 255,549

ポイント引当金 85,056 65,956

その他 2,367,650 3,473,909

流動負債合計 15,778,231 4,269,203

固定負債

訴訟損失引当金 26,769,356 29,282,826

固定負債合計 26,769,356 29,282,826

負債合計 42,547,587 33,552,029
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（単位：千円）

前中間連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 52,582,444 35,823,276

利益剰余金 △12,439,000 △2,704,798

自己株式 △276,142 △277,964

株主資本合計 39,967,302 32,940,513

少数株主持分 41,470 46,135

純資産合計 40,008,772 32,986,649

負債純資産合計 82,556,360 66,538,679

EDINET提出書類

株式会社ＬＤＨ(E05074)

半期報告書

13/61



②【中間連結損益計算書】
（単位：千円）

前中間連結会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 21,645,613 26,769,149

売上原価 10,191,979 12,626,841

売上総利益 11,453,633 14,142,308

販売費及び一般管理費 ※１
 11,933,498

※１
 14,790,837

営業損失（△） △479,864 △648,529

営業外収益

受取利息 156,269 220,037

受取配当金 84 84

その他 58,329 98,660

営業外収益合計 214,682 318,781

営業外費用

支払利息 55,109 55,116

支払手数料 54,672 110,427

持分法による投資損失 43,782 180,195

控除対象外消費税額等 68,938 101,574

その他 29,547 27,374

営業外費用合計 252,050 474,688

経常損失（△） △517,233 △804,436

特別利益

前期損益修正益 ※２
 79,458

※２
 81,241

固定資産売却益 ※３
 748

※３
 748

関係会社株式売却益 3,912 3,912

持分変動利益 99,698 87,058

その他 8,724 13,399,884

特別利益合計 192,541 13,572,844

特別損失

前期損益修正損 ※４
 148,221

※４
 148,221

固定資産売却損 ※５
 1,578

※５
 1,578

減損損失 ※６
 1,780

※６
 15,427

関係会社株式売却損 2,441,004 2,441,004

和解金 235,483 235,483

訴訟損失引当金繰入額 11,366,959 13,880,429

その他 1,372,407 2,002,702

特別損失合計 15,567,435 18,724,847

税金等調整前中間純損失（△） △15,892,126 △5,956,439

法人税、住民税及び事業税 726,228 923,258

法人税等調整額 △581,666 △581,876

法人税等合計 144,562 341,381

少数株主損失（△） △7,846 △3,180

中間純損失（△） △16,028,842 △6,294,640
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結株主資本等変動

  計算書
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 100,000 100,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 100,000 100,000

資本剰余金

前期末残高 176,657,240 176,657,240

当中間期変動額

資本剰余金から利益剰余金への振替 △55,990,981 △55,990,981

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △68,083,814 △84,842,982

当中間期変動額合計 △124,074,795 △140,833,963

当中間期末残高 52,582,444 35,823,276

利益剰余金

前期末残高 △52,401,138 △52,401,138

当中間期変動額

資本剰余金から利益剰余金への振替 55,990,981 55,990,981

中間純損失（△） △16,028,842 △6,294,640

当中間期変動額合計 39,962,138 49,696,340

当中間期末残高 △12,439,000 △2,704,798

自己株式

前期末残高 △276,142 △276,142

当中間期変動額

自己株式の取得 － △1,822

当中間期変動額合計 － △1,822

当中間期末残高 △276,142 △277,964

株主資本合計

前期末残高 124,079,959 124,079,959

当中間期変動額

資本剰余金から利益剰余金への振替 － －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △68,083,814 △84,842,982

中間純損失（△） △16,028,842 △6,294,640

自己株式の取得 － △1,822

当中間期変動額合計 △84,112,656 △91,139,445

当中間期末残高 39,967,302 32,940,513
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(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結株主資本等変動

  計算書
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △174 △174

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

174 174

当中間期変動額合計 174 174

当中間期末残高 － －

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △36,494 △36,494

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

36,494 36,494

当中間期変動額合計 36,494 36,494

当中間期末残高 － －

評価・換算差額等合計

前期末残高 △36,669 △36,669

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

36,669 36,669

当中間期変動額合計 36,669 36,669

当中間期末残高 － －

新株予約権

前期末残高 34,721 34,721

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△34,721 △34,721

当中間期変動額合計 △34,721 △34,721

当中間期末残高 － －

少数株主持分

前期末残高 5,536,663 5,536,663

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△5,495,192 △5,490,527

当中間期変動額合計 △5,495,192 △5,490,527

当中間期末残高 41,470 46,135
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(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結株主資本等変動

  計算書
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

純資産合計

前期末残高 129,614,673 129,614,673

当中間期変動額

資本剰余金から利益剰余金への振替 － －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △68,083,814 △84,842,982

中間純損失（△） △16,028,842 △6,294,640

自己株式の取得 － △1,822

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△5,493,244 △5,488,579

当中間期変動額合計 △89,605,901 △96,628,024

当中間期末残高 40,008,772 32,986,649

EDINET提出書類

株式会社ＬＤＨ(E05074)

半期報告書

17/61



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロー

   計算書
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失（△） △15,892,126 △5,956,439

減価償却費 363,848 532,956

のれん償却額 47,580 53,067

貸倒引当金の増減額（△は減少） △574,494 △577,549

賞与引当金の増減額（△は減少） 120,989 148,338

返品調整引当金の増減額（△は減少） 13,800 13,800

退職給付引当金の増減額（△は減少） 29 29

ポイント引当金の増減額（△は減少） 86,937 67,836

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） 11,366,959 13,880,429

固定資産売却損益（△は益） 829 829

減損損失 1,780 15,427

和解金 235,483 235,483

受取利息及び受取配当金 △156,353 △220,121

支払利息 55,109 55,116

持分法による投資損益（△は益） 43,782 180,195

関係会社株式売却損益（△は益） 2,437,092 2,437,092

和解金収入 － △13,354,782

売上債権の増減額（△は増加） △899,258 △793,371

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,140,187 1,144,190

仕入債務の増減額（△は減少） 255,872 247,874

その他 2,198,626 1,025,060

小計 846,676 △864,534

利息及び配当金の受取額 300,531 335,349

利息の支払額 △49,282 △49,977

法人税等の支払額 △601,498 △789,164

訴訟に関する預け金の支払額 － △425,155

和解金の受取額 － 732,523

和解金の支払額 △6,714,858 △7,559,096

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,218,430 △8,620,055
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(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロー

   計算書
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 19,400,000 25,800,000

有価証券の売却による収入 537 537

有形固定資産の取得による支出 △143,259 △419,011

有形固定資産の売却による収入 2,751 13,018

無形固定資産の取得による支出 △48,530 △67,824

投資有価証券の売却による収入 10,000 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△33,000 △33,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

504,448 504,448

貸付けによる支出 △40,000 △40,000

貸付金の回収による収入 7,014,554 7,014,554

金銭の信託の取得による支出 △131,854 △256,728

金銭の信託の回収による収入 － 425,155

訴訟に関する供託金の支出 △5,891,770 △6,001,174

訴訟に関する供託金の収入 － 6,374,069

その他 △226,052 531,718

投資活動によるキャッシュ・フロー 20,417,823 33,845,762

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 － △7,927

リース債務の返済による支出 △66,311 △66,311

配当金の支払額 △55,469,687 △70,546,835

その他 △3,905 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △55,539,903 △70,621,073

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △41,340,511 △45,395,366

現金及び現金同等物の期首残高 69,696,649 69,696,649

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※
 28,356,138

※
 24,301,283
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

区分
前中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１.連結の範囲に関する事

項

(1) すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数　　　　6社

連結子会社の名称

　㈱ライブドア

　ジェイ・リスティング㈱

　ADWIRES㈱

　㈱ライブドアキャリア

　㈱エイシス

　㈲アジア物産

 
　　株式の取得に伴い、ADWIRES㈱を連結の範囲に含め

ております。

　保有する株式の売却に伴い、㈱ライブドアパブ

リッシング、㈱セシール、㈱セシールビジネス＆ス

タッフィング、㈱セシールコミュニケーションズ、

㈱セシールプラス、㈱セシールロジスティクス、㈱

セシールブランドクリエイト及び㈱アルマードを

連結の範囲から除外しております。　

 

 

（1）連結子会社の数　　　　　5社

連結子会社の名称

　㈱ライブドア

　ジェイ・リスティング㈱

ADWIRES㈱

　㈱ライブドアキャリア

　㈱エイシス

 

 

　　株式の取得に伴い、ADWIRES㈱を連結の範囲に含め

ております。

　保有する株式の売却に伴い、㈱ライブドアパブ

リッシング、㈱セシール、㈱セシールビジネス＆ス

タッフィング、㈱セシールコミュニケーションズ、

㈱セシールプラス、㈱セシールロジスティクス、㈱

セシールブランドクリエイト及び㈱アルマードを

連結の範囲から除外しております。

　　清算に伴い、㈲アジア物産を連結の範囲から除外し

ております。

 
２.持分法の適用に関する

事項

(1) 持分法適用の関連会社の数

　　　　　　　　　　　　　１社

　 TLホールディングス㈱に対して持分法を適用して

おります。

 

(2）持分法を適用しない関連会社の名称

───────
 

 

 

 

 
(3) TLホールディングス㈱の決算日は12月31日であ

ります。

　　中間連結財務諸表にあたっては、平成21年９月30日

に仮決算を行っております。

(1) 持分法適用の関連会社の数

　　同左

　 

 

 

(2）持分法を適用しない関連会社の名称

持分法を適用しない関連会社の数　 １社

持分法非適用関連会社名

　Excalibur Almaz Limited

持分法を適用しない理由

  財務及び営業または事業の方針の決定に対する

影響が一時的であると認められるため、持分法の適

用範囲から除外し原価法により評価しております。

 

(3) TLホールディングス㈱の決算日は12月31日であ

ります。

　　連結財務諸表の作成にあたっては、平成22年３月31

日に仮決算を行っております。

３.連結子会社の中間決算

日(決算日)等に関する

事項

　中間連結財務諸表の作成にあたっては、平成21年９

月30日に下記子会社について仮決算を行っておりま

す。

 

会社名 決算月

㈱ライブドア ９月

ジェイ・リスティング㈱ ９月

ADWIRES㈱ ９月

㈱ライブドアキャリア ９月

㈱エイシス ９月

㈲アジア物産 12月

　連結財務諸表の作成にあたっては、平成22年３月31

日に下記子会社について仮決算を行っております。

 

会社名 決算月

㈱ライブドア ９月

ジェイ・リスティング㈱ ９月

ADWIRES㈱ ９月

㈱ライブドアキャリア ９月

㈱エイシス ９月
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区分
前中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

４.会計処理基準に関する

事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

　その他有価証券

　　時価のないもの

　　　主として総平均法による原価法

 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

　その他有価証券

　　時価のないもの

　　　同左

 
　 ②たな卸資産

　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り

下げの方法）によっております。

②たな卸資産

　　同左

 

　 　商　品

　　先入先出法　　

　商　品

　　同左

　 　仕掛品

　　個別法　

　

　仕掛品

　　　───────

　
　 　貯蔵品

　　先入先出法

　

　貯蔵品

　　同左

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（一部定額法）によっております。

　なお、主な耐用年数は、以下の通りです。

　建　物　　　　　　　３～50年

　機械装置及び運搬具　４～12年

　その他有形固定資産　３～20年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除く)

　同左

　 ②無形固定資産（リース資産を除く)

　　定額法によっております。但し、ソフトウェア（自

社利用分）については、社内における利用可能期間

（３～５年）に基づく定額法によっております。

　　市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売

数量に基づく償却額と見込販売可能期間（２～３

年）に基づく均等償却額を比較し、いずれか大きい

額を計上しております。

②無形固定資産（リース資産を除く)

　　定額法によっております。但し、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

　 ③リース資産

　所有権移転ファイナンスリース取引に係るリース資

産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同

一の方法によっております。

 

③リース資産

　所有権移転ファイナンスリース取引に係るリース資

産

　同左

 

　 　所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース

資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする

定額法によっております。

　所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース

資産

　同左
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区分
前中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

４．会計処理基準に関する

事項

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　　同左

　 ②賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給対象期間を

基礎に当中間連結会計期間の負担に属する支給見

込額を計上しております。

②賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給対象期間を

基礎に当連結会計年度の負担に属する支給見込額

を計上しております。

　 ③返品調整引当金

　　商品の返品による損失に備えるため、過去の実績返

品率を勘案し、当該返品に伴う売上総利益相当額を

計上しております。

③返品調整引当金

　　同左

　 ④ポイント引当金

　　使用実績率に基づき、当中間連結会計期間末におい

て将来利用されると見込まれるポイントに対し見

積もり額を計上しております。

④ポイント引当金

　　使用実績率に基づき翌連結会計年度以降に利用さ

れると見込まれるポイントに対し見積額を計上し

ております。

　 ⑤退職給付引当金

　　㈱セシールでは従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間連結会計期間において

発生していると認められる額を計上しております。

　　なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。

⑤退職給付引当金

　　㈱セシールでは従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

　　なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。

　 ⑥訴訟損失引当金

　　訴訟に対する損失に備えるため、将来発生する可能

性のある損失を見積り、必要と認められる額を計上

しております。

 

⑥訴訟損失引当金

　　同左

 
 

　 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換

算の基準

　　外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換

算の基準

　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

　 (5) その他の中間連結財務諸表作成のための重要な

事項

　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。

 

(5) その他の連結財務諸表作成のための重要な事項

　　同左

５.中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結

キャッシュ・フロー計

算書）における資金の

範囲

　手許現金、随時引出可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資を範囲としております。

　　同左
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【表示方法の変更】

前中間連結会計期間
(自平成21年４月１日
至平成21年９月30日)

（中間連結貸借対照表）
　前中間連結会計期間において投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました「供託金」（前中間連
結会計期間3,000,000千円）については、資産総額の100分の５超となったため、当中間連結会計期間より区分掲記
しております。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）
　前中間連結会計期間において投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました「訴
訟に関する供託金の支出」（前中間連結会計期間3,000,000千円）については、重要性が増したため、当中間連結会
計期間より区分掲記しております。
 
　前中間連結会計期間において区分掲記しておりました「未収入金の増減額（△は増加）」（当中間連結会計期間
130,992千円）は金額に重要性がないため、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示する方
法に変更いたしました。
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

前中間連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１有形固定資産の減価償却累計額

　 589,877千円
 

※１有形固定資産の減価償却累計額

　 649,728千円
 

２ 偶発債務
重要な係争事件
　当社は、旧証券取引法違反(虚偽記載の有価証券報告
書)により、個人株主および機関投資家等より旧証券取
引法第21条の２第１項(流通市場における民事責任規
定)に基づく損害賠償請求を受けております。これにつ
いて、その裁判の結果によっては合計で24,511百万円の
損害賠償金の支払が発生する可能性があります。
　また、当社は、機関投資家等より民法第709条(一般不法
行為)に基づく損害賠償請求を受けております。これに
ついて、その裁判の結果によっては合計で1,231百万円
の損害賠償金の支払が発生する可能性があります。
  上記株主訴訟のうち、個人株主約3,000人を原告とす
る訴訟については、平成21年５月21日東京地方裁判所に
て、原告請求23,069百万円のうち、7,270百万円の請求を
認める判決が出されました。このうち、原告の約半数と
は、総額5,012百万円(遅延損害金を含む)を当社が支払
う内容での和解が成立したため、現在は、残りの約半数
から、10,520百万円の請求を受けております。当社はこ
の判決を不服として、東京高等裁判所に控訴いたしてお
ります。さらに、日本生命保険相互会社その他５信託銀
行からの訴訟については、平成21年12月16日東京高等裁
判所にて、原告請求10,881百万円のうち9,896百万円の
請求を認める判決が出されました。当社は、この判決を
不服として、最高裁判所に上告する予定です。これらの
判決が出たことに伴い、遅延損害金等を含め訴訟損失引
当金として計上しております。
  当社は、日本生命保険相互会社その他５信託銀行から
の訴訟、個人株主約1,500人を原告とする訴訟以外の訴
訟につきましても、上記の判決等を踏まえ、訴訟に対す
る損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失を
見積り、必要と認められる額を訴訟損失引当金として計
上しております。
  今後、多額の損害賠償の支払義務が発生した場合、当
社の事業計画に支障をきたし、業績や財政状態に影響を
及ぼす可能性があります。
　　
 

２ 偶発債務
重要な係争事件
　当社の旧証券取引法違反等を理由とした訴訟として、
個人株主及び機関投資家等が原告となった、旧証券取引
法第21条の２、民法第709条等に基づく損害賠償請求訴
訟があります。当社は、これらの裁判の結果によっては
合計で24,908百万円及び附帯する遅延損害金の支払が
発生する可能性があります。
　当社は、訴訟に対する損失に備えるため、将来発生する
可能性のある損失を見積り、必要と認められる額を訴訟
損失引当金として計上しております。
　今後、多額の損害賠償の支払義務が発生した場合、当社
の業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(中間連結損益計算書関係)

　

前中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主なものは次の通り

であります。

給料 1,807,491千円

貸倒引当金繰入 91,633千円

賞与引当金繰入 337,045千円

ポイント引当金繰入 833,097千円

印刷費 2,100,336千円

商品運送料 1,203,498千円
 

※１　販売費及び一般管理費のうち主なものは次の通り

であります。

給料 2,682,752千円

貸倒引当金繰入 98,281千円

賞与引当金繰入 376,552千円

ポイント引当金繰入 834,076千円

印刷費 2,100,336千円

　 　
 

※２　前期損益修正益の内容

　　前期に清算した関係会社に関する損益の修正であり

ます。

 

※２　前期損益修正益の内容

同左
　

※３　固定資産売却益の内容
その他
(有形固定資産)

748千円

 

※３　固定資産売却益の内容
その他
(有形固定資産)

748千円
 

※４　前期損益修正損の内容　

　　㈱ライブドアにおいて、ポイントに係る収益認識をポ

イントの発生ベースからポイントの利用ベースへ変

更したことに伴う過年度修正額であります。
 

※４　前期損益修正損の内容

同左　

※５　固定資産売却損の内容

その他
(有形固定資産)

1,578千円

 

※５　固定資産売却損の内容

その他
(有形固定資産)

1,578千円

 

※６　減損損失の内容

　　当社グループは以下のセグメントに属する資産グ

ループについて減損損失を計上しました。

用途 種　類 場所
減損損失
（千円）

本社
その他(有形固定資産)
その他(無形固定資産)

東京都港区 1,780

　当社グループは、セグメントを構成する単位である事

業を基本単位としてグルーピングしております。

　当社は、収益性の低下に伴い、計上しておりましたその

他（有形固定資産）1,100千円、その他（無形固定資

産）680千円を全額減損損失として特別損失に計上しま

した。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しております。

※６　減損損失の内容

　　当連結会計年度において、当社グループは以下のセグ

メントに属する資産グループについて減損損失を計

上しました。

用途 種　類 場所
減損損失
（千円）

本社
建物及び構築物
その他(有形固定資産)
その他(無形固定資産)

東京都新宿区 15,427

　当社グループは、セグメントを構成する単位である事

業を基本単位としてグルーピングしております。

　当社は、収益性の低下に伴い、計上しておりました建物

及び構築物13,197千円、その他（有形固定資産）1,550

千円、その他（無形固定資産）680千円を全額減損損失

として特別損失に計上しました。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しております。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 10,494,680 ─ ─ 10,494,680
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 20,247 ─ 47 20,200
　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年6月26日
定時株主総会

普通株式 68,083,814 6,500平成21年3月31日平成21年6月30日

　
(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年11月5日
取締役会

普通株式 資本剰余金 16,759,1681,600平成21年9月11日平成21年11月17日
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前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,494,680 ─ ─ 10,494,680

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 20,247 1,822,155 47 1,842,355
　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　　平成22年２月18日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加　　 1,822,155株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年6月26日
定時株主総会

普通株式 68,083,814 6,500平成21年3月31日平成21年6月30日

平成21年11月５日
取締役会

普通株式 16,759,168 1,600平成21年9月11日平成21年11月17日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年6月24日
定時株主総会

普通株式 資本剰余金 21,630,8122,500平成22年3月31日平成22年6月28日

前へ　　　次へ

EDINET提出書類

株式会社ＬＤＨ(E05074)

半期報告書

27/61



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係はつぎ

の通りであります。

 

現金及び預金勘定 52,356,138千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△24,000,000千円

現金及び現金同等物 28,356,138千円
 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係はつぎの通りで

あります。

 

現金及び預金勘定 41,901,283千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△17,600,000千円

現金及び現金同等物 24,301,283千円
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(リース取引関係)

　

前中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１．ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1) 所有権移転ファイナンス・リース取引

　　①リース資産の内容

　　　無形固定資産

　　　　ソフトウェア

１．ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1) 所有権移転ファイナンス・リース取引

　　①リース資産の内容

　　　同左

 

　　②リース資産の減価償却の方法

　　　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項「４．会計処理基準に関する事項(2)重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載の通りであり

ます。

　　②リース資産の減価償却の方法

　　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項(2)重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであり

ます。

(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引（通常の

売買取引に準じた会計処理によっているもの）

　　①リース資産の内容

　　　有形固定資産

　　　　器具備品

　　　無形固定資産

　　　　ソフトウェア

(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引（通常の

売買取引に準じた会計処理によっているもの）

　　①リース資産の内容

　　　同左

 

　　②リース資産の減価償却の方法

　　　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項「４．会計処理基準に関する事項(2)重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載の通りであり

ます。

 

　　②リース資産の減価償却の方法

　　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項(2)重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであり

ます。

 

(3) リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース（新リース会

計基準適用開始前の通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっているもの）

(3) リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース（新リース会

計基準適用開始前の通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっているもの）

 
　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当額

（単位：千円)

　
取得価額

相当額

減価償却

累計額

相当額

減損損失

累計額

相当額

中間期末

残高

相当額

その他

(有形固定資産)
4,291 3,397 - 894

 

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額
───────
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　 前中間連結会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　②未経過リース料中間期末残高相当額及びリース資産

減損勘定中間期末残高

（単位：千円)

１年内 797

１年超 205

合　計 1,002
 

リース資産減損勘定中間期末残高 ─

 

　②未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高
───────

　 　

　 　

　 　
 

　 　

 
　③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額

（単位：千円)

支払リース料 79,664

リース資産減損勘定の取崩額 ─

減価償却費相当額 72,017

支払利息相当額 7,049
 

　③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

（単位：千円)

支払リース料 79,802
リース資産減損勘定の取崩額 ─
減価償却費相当額 72,136

支払利息相当額 7,057

減損損失 ─

 
　④減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。
 

　④減価償却費相当額の算定方法

　　同左

 

　⑤利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法は利息法に

よっております。
 

　⑤利息相当額の算定方法

　　同左
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(金融商品関係)

前連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)

(追加情報)

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の時

価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。

金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。なお、時

価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照ください。)。

(単位：千円)

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 41,901,283 41,901,283 ―

(2) 受取手形及び売掛金 1,255,833 1,255,833 ―

(3) 金銭の信託 6,109,051 6,109,051 ―

資産計 49,266,167 49,266,167 ―

(1) 支払手形及び買掛金 276,226 276,226 ―

負債計 276,226 276,226 ―

　
(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

資  産

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金、（３）金銭の信託

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

　
負  債

（１）支払手形及び買掛金

支払手形及び買掛金はすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

　
(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 2

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため含めておりません。

前へ　　　次へ

EDINET提出書類

株式会社ＬＤＨ(E05074)

半期報告書

31/61



(有価証券関係)

前中間連結会計期間末(平成21年９月30日)

１．時価評価されていない主な有価証券の内容

区分
中間連結貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券 　
　非上場株式 2

　　　　　　　　　　　計 2

　

前連結会計年度末(平成22年３月31日)

　該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間末（平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。

　

(ストックオプション等関係)
前中間連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

前中間連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)　　　　　　　 （単位：千円）

　
インターネット

事業
通販事業 計 消去又は全社 連結

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に

対する売上高
4,881,64216,763,97121,645,613 ─ 21,645,613

(2)セグメント間の

内部売上高

又は振替高

15,266 6,612 21,879 (21,879) ─

計 4,896,90916,770,58421,667,493 (21,879) 21,645,613

営業費用 4,412,18616,692,74221,104,9291,020,54822,125,478

営業利益又は

営業損失(△)
484,722 77,841 562,563 (1,042,428)△479,864

（注）1. 各事業区分に属する主な商品・製品・役務

インターネット事業………………………ポータルサイト「livedoor」及びモバイル版ポータルサイト

「ケータイlivedoor」の運営事業、インターネットデータセン

ター運営事業、インターネット接続サービス事業及びその他各

種インターネット関連サービス事業等

通販事業……………………………………カタログ通信販売事業等

　 　

2. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は当社の販売費及び一般管理費であり主なも

のは、支払手数料 206,356千円、外注費 171,978千円、保険料 112,591千円であります。
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前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)　　　　　　　　 （単位：千円）

　
インターネット

事業
通販事業 計 消去又は全社 連結

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に

対する売上高
10,005,17816,763,97126,769,149 ― 26,769,149

(2)セグメント間の

内部売上高

又は振替高

30,711 6,612 37,324 (37,324) ―

計 10,035,89016,770,58426,806,474 (37,324) 26,769,149

営業費用 8,868,81716,692,74225,561,5591,856,11927,417,679

営業利益又は

営業損失(△)
1,167,072 77,841 1,244,914(1,893,443)△648,529

（注）1. 各事業区分に属する主な商品・製品・役務

インターネット事業………………………ポータルサイト「livedoor」及びモバイル版ポータルサイト

「ケータイlivedoor」の運営事業、インターネットデータセン

ター運営事業、インターネット接続サービス事業及びその他各

種インターネット関連サービス事業等

通販事業……………………………………カタログ通信販売事業等

 

2. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は当社の販売費及び一般管理費であり主なも

のは、支払手数料　311,502千円、外注費　267,722千円、保険料　221,862千円であります。

　

【所在地別セグメント情報】

　
前中間連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）
　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が、90％超であるため、所在地別セグメント情報
の記載を省略しております。
　
前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）
　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が、90％超であるため、所在地別セグメント情報
の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

　

前中間連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）
　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）
　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　

前中間連結会計期間

(自平成21年４月１日

至平成21年９月30日)

前連結会計年度

(自平成21年４月１日

至平成22年３月31日)

１株当たり純資産額

3,815円　68銭

１株当たり純資産額

3,807円　13銭

１株当たり中間純損失

△1,530円　28銭

１株当たり当期純損失

△609円　79銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益について

は、潜在株式はありますが、１株当たり中間純損失であ

ること、及び当社株式は非上場であるため、期中平均株

価が把握できておりませんので記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式はありますが、１株当たり当期純損失であ

ること、及び当社株式は非上場であるため、期中平均株

価が把握できておりませんので記載しておりません。

　

(注)　１株当たり中間(当期)純損失金額の算定上の基礎

項目
前中間連結会計期間

(自平成21年４月１日

至平成21年９月30日)

前連結会計年度

(自平成21年４月１日

至平成22年３月31日)

中間(当期)純損失(△)(千円） △16,028,842 △6,294,640

普通株主に帰属しない金額（千円) ─ ─

普通株式に係る中間(当期)純損失(△)(千円) △16,028,842 △6,294,640

普通株式の期中平均株式数（株） 10,474,440 10,322,614

中間（当期）純利益調整額（千円) ─ ─

普通株式増加数（株） ─ ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1

株当たり中間（当期）純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

平成13年７月19日付

株主総会決議

(潜在株式の数　2,823株)

平成13年７月19日付

株主総会決議

(潜在株式の数　2,823株)
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(重要な後発事象)

　

前中間連結会計期間

(自平成21年４月１日

至平成21年９月30日)

前連結会計年度

(自平成21年４月１日

至平成22年３月31日)

──────── １．株式会社ライブドア及び株式会社エイシスの株式
譲渡

  当社は、平成22年４月12日に開催された取締役会にお
いて、当社の連結子会社である株式会社ライブドアの株
式について、NHN Japan株式会社に対して譲渡すること
及び株式会社ライブドアの完全子会社である株式会社
エイシスの株式について、株式会社ゲオに対して譲渡す
ることを決議し、平成22年５月10日付で株式を譲渡いた
しました。
(1) 譲渡の理由
　当社は、当社を取り巻く厳しい経営環境の下で、これま
でも選択と集中によるグループ再編を継続的に行い、財
務体質の強化及び株主への還元施策を推進してまいり
ましたが、依然として多くの訴訟への対応が当社の重点
経営課題となっております。
　このような状況の中、更なる経営の効率化を推進する
ため、株式会社ライブドア及びその子会社の第三者への
譲渡の可能性に係る検討を行った結果、今般、NHN Japan
株式会社及び株式会社ゲオとの間で協議が整い、当該株
式譲渡が株式会社ライブドア及び株式会社エイシスの
企業価値向上に資するものであり、ひいては当社の株式
価値向上にも資するものであるとの判断に至り、NHN
Japan株式会社及び株式会社ゲオに対し、上記の株式譲
渡を実行することを決定したものであります。
 
(2) 譲渡する相手会社の名称
　①　株式会社ライブドアの株式
　　　NHN Japan株式会社
　②　株式会社エイシスの株式
　　　株式会社ゲオ
 
(3) 譲渡の日程
　①　株式会社ライブドアの株式
　株式譲渡契約締結日 平成22年４月12日
　株式譲渡日 　　　　平成22年５月10日
　②　株式会社エイシスの株式
　株式譲渡契約締結日 平成22年４月12日
　株式譲渡日 　　　　平成22年５月10日
 
(4) 当該子会社の名称、事業内容及び会社との取引内容
　①　株式会社ライブドア
　名称:      株式会社ライブドア
　事業内容:  インターネット関連事業
　取引内容： 業務受託料の受取等
　②　株式会社エイシス
　名称:　　　株式会社エイシス
　事業内容:  インターネット関連事業・モバイル関連
　　　　     事業・各種情報処理業務
　取引内容： 特にございません
 
(5) 譲渡株式の数、譲渡価額、譲渡益及び譲渡後の持分
比率
　①　株式会社ライブドア
　譲渡株式数：       100,000株
　譲渡価額：         6,305百万円
　譲渡益：          当社の個別業績上、約4,022百万
                    円を計上する予定であります。
　譲渡後の持分比率：０％
　②　株式会社エイシス
　譲渡株式数：      200株
　譲渡価額：        1,900百万円
　譲渡益：          当社の個別業績上、譲渡損益は
                    計上しない予定であります。
　譲渡後の持分比率：０％
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

（単位：千円）

前中間会計期間末
(平成21年９月30日)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 49,348,036 25,269,245 39,050,635

売掛金 10,187 － 1,997

金銭の信託 ※２
 6,409,333

※２
 5,859,945

※２
 6,109,051

その他 455,344 919,012 1,216,910

流動資産合計 56,222,901 32,048,203 46,378,594

固定資産

投資その他の資産

長期預け金 10,768,702 11,193,858 11,193,858

供託金 8,891,770 2,622,504 2,627,504

その他 2,908,406 214,735 2,515,093

投資その他の資産合計 22,568,879 14,031,099 16,336,456

固定資産合計 22,568,879 14,031,099 16,336,456

資産合計 78,791,780 46,079,302 62,715,050

負債の部

流動負債

未払配当金 12,614,127 － 2,440,613

未払法人税等 605 605 1,109

賞与引当金 14,418 10,161 14,998

その他 1,392,206 2,405,819 361,776

流動負債合計 14,021,357 2,416,586 2,818,498

固定負債

訴訟損失引当金 26,769,356 28,994,024 29,282,826

固定負債合計 26,769,356 28,994,024 29,282,826

負債合計 40,790,713 31,410,611 32,101,324

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000 100,000

資本剰余金

資本準備金 25,000 25,000 25,000

その他資本剰余金 52,557,444 14,167,463 35,798,276

資本剰余金合計 52,582,444 14,192,463 35,823,276

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △14,405,234 654,191 △5,031,585

利益剰余金合計 △14,405,234 654,191 △5,031,585

自己株式 △276,142 △277,964 △277,964

株主資本合計 38,001,067 14,668,691 30,613,726

純資産合計 38,001,067 14,668,691 30,613,726

負債純資産合計 78,791,780 46,079,302 62,715,050
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 76,575 3,001,518 102,828

売上原価 － － －

売上総利益 76,575 3,001,518 102,828

販売費及び一般管理費 1,105,309 1,026,776 1,998,621

営業利益又は営業損失（△） △1,028,734 1,974,741 △1,895,792

営業外収益 ※１
 168,440

※１
 38,494

※１
 233,850

営業外費用 ※２
 128,147

※２
 70,368

※２
 217,516

経常利益又は経常損失（△） △988,441 1,942,868 △1,879,458

特別利益 ※３
 89,601

※３
 4,135,531

※３
 13,486,482

特別損失 ※４, ※５
 13,505,789

※４, ※５
 392,018

※４, ※５
 16,637,500

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） △14,404,629 5,686,382 △5,030,476

法人税、住民税及び事業税 605 605 1,109

法人税等合計 605 605 1,109

中間純利益又は中間純損失（△） △14,405,234 5,685,777 △5,031,585
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 100,000 100,000 100,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 100,000 100,000 100,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 － 25,000 －

当中間期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 25,000 － 25,000

当中間期変動額合計 25,000 － 25,000

当中間期末残高 25,000 25,000 25,000

その他資本剰余金

前期末残高 176,657,240 35,798,276 176,657,240

当中間期変動額

その他資本剰余金から剰余金への振替 △55,990,981 － △55,990,981

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △68,108,814 △21,630,812 △84,867,982

当中間期変動額合計 △124,099,795 △21,630,812 △140,858,963

当中間期末残高 52,557,444 14,167,463 35,798,276

資本剰余金合計

前期末残高 176,657,240 35,823,276 176,657,240

当中間期変動額

その他資本剰余金から剰余金への振替 △55,990,981 － △55,990,981

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △68,083,814 △21,630,812 △84,842,982

当中間期変動額合計 △124,074,795 △21,630,812 △140,833,963

当中間期末残高 52,582,444 14,192,463 35,823,276

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △55,990,981 △5,031,585 △55,990,981

当中間期変動額

その他資本剰余金から剰余金への振替 55,990,981 － 55,990,981

中間純利益又は中間純損失（△） △14,405,234 5,685,777 △5,031,585

当中間期変動額合計 41,585,746 5,685,777 50,959,395

当中間期末残高 △14,405,234 654,191 △5,031,585

利益剰余金合計

前期末残高 △55,990,981 △5,031,585 △55,990,981

当中間期変動額

その他資本剰余金から剰余金への振替 55,990,981 － 55,990,981

中間純利益又は中間純損失（△） △14,405,234 5,685,777 △5,031,585

当中間期変動額合計 41,585,746 5,685,777 50,959,395

当中間期末残高 △14,405,234 654,191 △5,031,585
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

自己株式

前期末残高 △276,142 △277,964 △276,142

当中間期変動額

自己株式の取得 － － △1,822

当中間期変動額合計 － － △1,822

当中間期末残高 △276,142 △277,964 △277,964

株主資本合計

前期末残高 120,490,116 30,613,726 120,490,116

当中間期変動額

その他資本剰余金から剰余金への振替 － － －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △68,083,814 △21,630,812 △84,842,982

中間純利益又は中間純損失（△） △14,405,234 5,685,777 △5,031,585

自己株式の取得 － － △1,822

当中間期変動額合計 △82,489,049 △15,945,035 △89,876,390

当中間期末残高 38,001,067 14,668,691 30,613,726

純資産合計

前期末残高 120,490,116 30,613,726 120,490,116

当中間期変動額

その他資本剰余金から剰余金への振替 － － －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △68,083,814 △21,630,812 △84,842,982

中間純利益又は中間純損失（△） △14,405,234 5,685,777 △5,031,585

自己株式の取得 － － △1,822

当中間期変動額合計 △82,489,049 △15,945,035 △89,876,390

当中間期末残高 38,001,067 14,668,691 30,613,726
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 5,686,382

減損損失 6,015

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,837

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） 67,018

受取利息 △35,947

固定資産売却損益（△は益） △17,413

関係会社株式売却損益（△は益） △4,063,746

その他 △149,426

小計 1,488,044

利息の受取額 46,060

法人税等の支払額 △1,109

その他 △144,621

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,388,374

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 3,600,000

無形固定資産の取得による支出 △6,015

無形固定資産の売却による収入 19,802

関係会社株式の売却による収入 6,346,181

その他 273,252

投資活動によるキャッシュ・フロー 10,233,221

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △21,802,985

財務活動によるキャッシュ・フロー △21,802,985

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △10,181,389

現金及び現金同等物の期首残高 21,450,635

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※
 11,269,245
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【中間財務諸表作成の基本となる重要な事項】

　

項目
前中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１．資産の評価基準及び評

価方法

有価証券

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　総平均法による原価法

有価証券

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　同左

有価証券

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　同左

　 (2) その他有価証券 (2) その他有価証券 (2) その他有価証券

　 　　時価のないもの

　　　総平均法による原価法

　　時価のないもの

　　　同左

　　時価のないもの

　　　同左

２．固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産(リース資産除

く)

　　定率法によっております。

　　なお、耐用年数は以下の通りで

す。

　　工具器具及び備品　４～15年

(1) 有形固定資産(リース資産除

く)

　　定率法によっております。

　　なお、耐用年数は以下の通りで

す。

　　建物　８～15年

　　工具器具及び備品　４～15年

(1) 有形固定資産(リース資産除

く)

　　同左

 
 
 
 

　 (2) 無形固定資産(リース資産除

く)

　　定額法によっております。但し、

ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

(2) 無形固定資産(リース資産除

く)

　　同左

(2) 無形固定資産(リース資産除

く)

　　同左

３．引当金の計上基準

 
(1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備え

て、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

　　同左

(1) 貸倒引当金

　　同左

　 (2) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給対象期間を基礎に当

中間会計期間の負担に属する

支給見込額を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

　　同左

 

(2) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給対象期間を基礎に当

事業年度の負担に属する支給

見込額を計上しております。

　 (3) 訴訟損失引当金

　　訴訟に対する損失に備えるた

め、将来発生する可能性のあ

る損失を見積り、必要と認め

られる額を計上しておりま

す。

(3) 訴訟損失引当金

　　同左

 

(3) 訴訟損失引当金

　　同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

４．外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基

準

　外貨建資産及び負債については、

主として中間決算日の直物為替相

場による円換算額を付しておりま

す。

　同左

 
　外貨建資産及び負債については、

主として決算日の直物為替相場に

よる円換算額を付しております。

５．中間キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金の範囲

───── 　手許現金、随時引出可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資を

範囲としております。

─────

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる事項

消費税等の会計処理方法

　　税抜方式を採用しております。

　　ただし、資産に係る控除対象外

消費税額等は当中間会計期間の

費用としております。

 

消費税等の会計処理方法

　同左

 
 

消費税等の会計処理方法

　　税抜方式を採用しております。

　　ただし、資産に係る控除対象外

消費税額等は当事業年度の費用

としております。

 

　

【会計方針の変更】

前中間会計期間

(自平成21年４月１日

至平成21年９月30日)

当中間会計期間

(自平成22年４月１日

至平成22年９月30日)

前事業年度

(自平成21年４月１日

至平成22年３月31日)

─────── （資産除去債務に関する会計基準等の
適用）
　当中間会計期間から、「資産除去債務
に関する会計基準」（企業会計基準第
18号　平成20年３月31日）及び「資産除
去債務に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第21号　平成20
年３月31日）を適用しております。
　なお、これによる損益への影響はあり
ません。

───────

　

【表示方法の変更】

前中間会計期間

(自平成21年４月１日

至平成21年９月30日)

当中間会計期間

(自平成22年４月１日

至平成22年９月30日)

（中間貸借対照表）
　前中間会計期間において投資その他の資産の「その
他」に含めて表示しておりました「供託金」（前中間
会計期間3,000,000千円）については、資産総額の100分
の５超となったため、当中間会計期間より区分掲記して
おります。

（中間貸借対照表）
　前中間会計期間において区分掲記していた「未払配当
金」（当中間会計期間2,264,074千円）は、当中間会計
期間末において負債及び純資産の合計額の100分の５以
下となったので、流動負債の「その他」に含めて表示す
ることとしました。
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

項目
前中間会計期間末
(平成21年９月30日)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

１　偶発債務 重要な係争事件
    当社は、旧証券取引法違反(虚
偽記載の有価証券報告書)によ
り、個人株主および機関投資家
等より旧証券取引法第21条の２
第１項(流通市場における民事
責任規定)に基づく損害賠償請
求を受けております。これにつ
いて、その裁判の結果によって
は合計で24,511百万円の損害賠
償金の支払が発生する可能性が
あります。
　また、当社は、機関投資家等よ
り民法第709条(一般不法行為)
に基づく損害賠償請求を受けて
おります。これについて、その裁
判の結果によっては合計で
1,231百万円の損害賠償金の支
払が発生する可能性がありま
す。
  上記株主訴訟のうち、個人株
主約3,000人を原告とする訴訟
については、平成21年５月21日
東京地方裁判所にて、原告請求
23,069百万円のうち、7,270百万
円の請求を認める判決が出され
ました。このうち、原告の約半数
とは、総額5,012百万円(遅延損
害金を含む)を当社が支払う内
容での和解が成立したため、現
在は、残りの約半数から、10,520
百万円の請求を受けておりま
す。当社はこの判決を不服とし
て、東京高等裁判所に控訴いた
しております。さらに、日本生命
保険相互会社その他５信託銀行
からの訴訟については、平成21
年12月16日東京高等裁判所に
て、原告請求10,881百万円のう
ち9,896百万円の請求を認める
判決が出されました。当社は、こ
の判決を不服として、最高裁判
所に上告する予定です。これら
の判決が出たことに伴い、遅延
損害金等を含め訴訟損失引当金
として計上しております。
  当社は、日本生命保険相互会
社その他５信託銀行からの訴
訟、個人株主約1,500人を原告と
する訴訟以外の訴訟につきまし
ても、上記の判決等を踏まえ、訴
訟に対する損失に備えるため、
将来発生する可能性のある損失
を見積り、必要と認められる額
を訴訟損失引当金として計上し
ております。
  今後、多額の損害賠償の支払
義務が発生した場合、当社の事
業計画に支障をきたし、業績や
財政状態に影響を及ぼす可能性
があります。
　　
 

重要な係争事件
  　当社の旧証券取引法違反等を
理由とした訴訟として、個人株
主及び機関投資家等が原告と
なった、旧証券取引法第21条の
２、民法第709条等に基づく損害
賠償請求訴訟があります。当社
は、これらの裁判の結果によっ
ては合計で24,439百万円及び附
帯する遅延損害金の支払が発生
する可能性があります。
　当社は、訴訟に対する損失に備
えるため、将来発生する可能性
のある損失を見積り、必要と認
められる額を訴訟損失引当金と
して計上しております。
　今後、多額の損害賠償の支払義
務が発生した場合、当社の業績
や財政状態に影響を及ぼす可能
性があります。
 

重要な係争事件
  　当社の旧証券取引法違反等を
理由とした訴訟として、個人株
主及び機関投資家等が原告と
なった、旧証券取引法第21条の
２、民法第709条等に基づく損害
賠償請求訴訟があります。当社
は、これらの裁判の結果によっ
ては合計で24,908百万円及び附
帯する遅延損害金の支払が発生
する可能性があります。
　当社は、訴訟に対する損失に備
えるため、将来発生する可能性
のある損失を見積り、必要と認
められる額を訴訟損失引当金と
して計上しております。
　今後、多額の損害賠償の支払義
務が発生した場合、当社の業績
や財政状態に影響を及ぼす可能
性があります。
 

※２　金銭の信託
 

　　弁済金管理信託契約に基づき、
定期預金で運用しております。

　同左

 

　同左
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(中間損益計算書関係)

前中間会計期間

(自平成21年４月１日

至平成21年９月30日)

当中間会計期間

(自平成22年４月１日

至平成22年９月30日)

前事業年度

(自平成21年４月１日

至平成22年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 151,599千円
 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 35,947千円
 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 213,614千円
 

※２ 営業外費用の主要項目

支払手数料 54,672千円

控除対象外
消費税額等

68,938千円

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払手数料 29,072千円

控除対象外
消費税額等

41,277千円

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払手数料 110,427千円

控除対象外
消費税額等

101,574千円

 
※３ 特別利益のうち重要なもの

───────

 

 

※３ 特別利益のうち重要なもの

関係会社株式売
却益

4,063,746千円

※３ 特別利益のうち重要なもの

和解金収入 13,354,782千円

 
※４ 特別損失のうち重要なもの

訴訟損失
引当金繰入額

11,366,959千円

 

※４ 特別損失のうち重要なもの
　───────

※４ 特別損失のうち重要なもの
訴訟損失
引当金繰入額
　

13,880,429千円

 
※５　減損損失の内容

　　当社は以下の資産について減損損

失を計上しました。

用途 種　類 場所
減損損失
（千円）

本社
有形固定資産
無形固定資産

東京都港
区

1,780

　

　当社は、収益性の低下に伴い、計上

しておりました有形固定資産1,100

千円、無形固定資産680千円を全額減

損損失として特別損失に計上しまし

た。

　なお、当該資産の回収可能価額は正

味売却価額により測定しておりま

す。

 

※５　減損損失の内容

　　当社は以下の資産について減損損

失を計上しました。

用途 種　類 場所
減損損失
（千円）

本社 ソフトウェア
東京都新
宿区

6,015

　

　当社は、収益性の低下に伴い、計上

しておりましたソフトウェア6,015

千円を全額減損損失として特別損

失に計上しました。

　なお、当該資産の回収可能価額は

正味売却価額により測定しており

ます。

 

※５　減損損失の内容

　　当社は以下の資産について減損損

失を計上しました。

用途 種　類 場所
減損損失
（千円）

本社

建物
工具器具及び
備品
ソフトウェア

東京都新
宿区

15,427

　

　当社は、収益性の低下に伴い、計上

しておりました建物13,197千円、工

具器具及び備品1,550千円、ソフト

ウェア680千円を全額減損損失とし

て特別損失に計上しました。

　なお、当該資産の回収可能価額は

正味売却価額により測定しており

ます。
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間及び前事業年度に係る「中間株主資本等変動計算書関係」（自己株式に関する事項を除

く。）の注記は、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。

前中間会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 20,247 ─ 47 20,200

　

当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 10,494,680 ─ ─ 10,494,680

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 1,842,355 ─ ─ 1,842,355
　

　

３　新株予約権等に関する事項

　   該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年6月24日
定時株主総会

普通株式 21,630,812 2,500平成22年3月31日平成22年6月28日

　

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 20,247 1,822,155 47 1,842,355

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

　  平成22年２月18日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加　　　　　 1,822,155株
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

前中間会計期間及び前事業年度に係る「中間キャッシュ・フロー計算書関係」の注記は、中間連結財務

諸表における注記事項として記載しております。

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係はつぎの通

りであります。

 

現金及び預金勘定 25,269,245千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△14,000,000千円

現金及び現金同等物 11,269,245千円

 

　

(金融商品関係)

前事業年度に係る「金融商品関係」の注記は、中間連結財務諸表における注記事項として記載しており

ます。

当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　金融商品の時価等に関する事項

　平成22年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照

ください。)。

                                                                           （単位：千円）

　
中間貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 25,269,245 25,269,245 ―

(2) 金銭の信託 5,859,945 5,859,945 ―

資産計 31,129,190 31,129,190 ―

　

(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

資  産

（１）現金及び預金、（２）金銭の信託

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

　
(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：千円)

区分 中間貸借対照表計上額

非上場株式 2

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため含めておりません。
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(有価証券関係)

　前中間会計期間及び前事業年度に係る「有価証券関係」（子会社株式及び関連会社株式に関する事項を

除く。）の注記は、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。

前中間会計期間末（平成21年９月30日）

子会社株式で時価のあるものはありません。

　

関連会社株式で時価のあるもの

　 中間貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

関連会社株式 187,079 423,518 236,438

　

当中間会計期間末（平成22年９月30日）

関連会社株式で時価のあるもの

　 中間貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

関連会社株式 187,079 193,583 6,503

　

前事業年度末（平成22年３月31日）

（追加情報）

　　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及

　び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10

　日）を適用しております。

関連会社株式で時価のあるもの

　 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

関連会社株式 187,079 323,697 136,617

　

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

　 貸借対照表計上額（千円）

　　(1) 子会社株式 2,282,435

　　(2) 関連会社株式 0

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであります。
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(デリバティブ取引関係)

前中間会計期間及び前事業年度に係る「デリバティブ取引関係」の注記は、中間連結財務諸表における

注記事項として記載しております。

　　当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　　　該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

前中間会計期間及び前事業年度に係る「ストック・オプション等関係」の注記は、中間連結財務諸表に

おける注記事項として記載しております。

　　当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　　　該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

前中間会計期間及び前事業年度に係る「持分法損益等」の注記は、中間連結財務諸表及び連結財務諸表

を作成しているため、記載しておりません。

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

１．関連会社に関する事項

関連会社に対する投資の金額 187,079千円

持分法を適用した場合の投資の金額 128,218千円

持分法を適用した場合の投資損失(△)の金額 △64,684千円

 
２. 開示対象特別目的会社に関する事項
　 当社は、開示対象特別目的会社を有しておりません。
 

　

(企業結合等関係)

　　前中間会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

　　当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

該当事項はありません。

　

　　前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

　　当中間会計期間末（平成22年９月30日）

該当事項はありません。
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(賃貸等不動産関係)

前事業年度に係る「賃貸等不動産関係」の注記は、中間連結財務諸表における注記事項として記載して

おります。

　　当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

該当事項はありません。

　
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

当社は、純粋持株会社ですが、当中間会計期間末において子会社が存在しないため記載を省略しておりま

す。

【関連情報】

　当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】　

　当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれん償却額及び未償却残高に関する情報】

　当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

（追加情報）

　当中間会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20

年３月21日）を適用しております。
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(１株当たり情報)

前中間会計期間に係る「１株当たり情報」の注記は、中間連結財務諸表を作成しているため、記載しており

ません。

当中間会計期間

(自 平成22年４月１日

至 平成22年９月30日)

前事業年度

(自 平成21年４月１日

至 平成22年３月31日)

１株当たり純資産額

1,695円  35銭

１株当たり純資産額

3,538円 　21銭

１株当たり中間純利益

657円　14銭

１株当たり当期純損失

△487円 　43銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益に

ついては、潜在株式はありますが、当社株式は非

上場であるため、期中平均株価が把握できており

ませんので記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、潜在株式はありますが、１株当た

り当期純損失であること、及び当社株式は非

上場であるため、期中平均株価が把握できて

おりませんので記載しておりません。

　

(注)  １株当たり中間純利益金額又は当期純損失金額(△)の算定上の基礎

項目
当中間会計期間

(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

前事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

中間純利益又は当期純損失(△)(千円) 5,685,777 △5,031,585

普通株主に帰属しない金額(千円) ──── ────

普通株式に係る中間純利益又は当期純損失
(△)（千円）

5,685,777 △5,031,585

普通株式の期中平均株式数(株) 8,652,325 10,322,614

中間(当期)純利益調整額(千円) ──── ────

普通株式増加数(株) ──── ────

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)純利益の算定に含めな
かった潜在株式の概要

　
平成13年７月19日付
株主総会決議
（潜在株式の数　2,823株）
（注１）

平成13年７月19日付
株主総会決議
（潜在株式の数　2,823株）

　(注１)当中間会計期間末までに権利行使期間が終了していますので、消滅しております。

次へ
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(重要な後発事象)

前中間会計期間

(自平成21年４月１日

至平成21年９月30日)

当中間会計期間

(自平成22年４月１日

至平成22年９月30日)

前事業年度

(自平成21年４月１日

至平成22年３月31日)

──────── ────────

 
１．株式会社ライブドア及び株式会
社エイシスの株式譲渡
　当社は、平成22年４月12日に開催
された取締役会において、当社の
連結子会社である株式会社ライブ
ドアの株式について、NHN Japan株
式会社に対して譲渡すること及び
株式会社ライブドアの完全子会社
である株式会社エイシスの株式に
ついて、株式会社ゲオに対して譲
渡することを決議し、平成22年５
月10日付で株式を譲渡いたしまし
た。
 
(1) 譲渡の理由
　当社は、当社を取り巻く厳しい経
営環境の下で、これまでも選択と
集中によるグループ再編を継続的
に行い、財務体質の強化及び株主
への還元施策を推進してまいりま
したが、依然として多くの訴訟へ
の対応が当社の重点経営課題と
なっております。
　このような状況の中、更なる経営
の効率化を推進するため、株式会
社ライブドア及びその子会社の第
三者への譲渡の可能性に係る検討
を行った結果、今般、NHN Japan株
式会社及び株式会社ゲオとの間で
協議が整い、当該株式譲渡が株式
会社ライブドア及び株式会社エイ
シスの企業価値向上に資するもの
であり、ひいては当社の株式価値
向上にも資するものであるとの判
断に至り、NHN Japan株式会社及び
株式会社ゲオに対し、上記の株式
譲渡を実行することを決定したも
のであります。
 
(2) 譲渡する相手会社の名称
　①　株式会社ライブドアの株式
　　　NHN Japan株式会社
　②　株式会社エイシスの株式
　　　株式会社ゲオ
 
(3) 譲渡の日程
　①　株式会社ライブドアの株式
　株式譲渡契約締結日 平成22年４

月12日
　株式譲渡日 平成22年５

月10日
　②　株式会社エイシスの株式
　株式譲渡契約締結日 平成22年４

月12日
　株式譲渡日 平成22年５

月10日
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前中間会計期間

(自平成21年４月１日

至平成21年９月30日)

当中間会計期間

(自平成22年４月１日

至平成22年９月30日)

前事業年度

(自平成21年４月１日

至平成22年３月31日)

──────── ────────

 
(4) 当該子会社の名称、事業内容及
び会社との取引内容

　①　株式会社ライブドア
　名称: 株式会社ライブドア

　事業内容: インターネット関連
事業

　取引内容： 業務受託料の受取等

　②　株式会社エイシス
　名称: 株式会社エイシス

　事業内容: インターネット関連
事業・モバイル関連
事業・各種情報処理
業務

　取引内容： 特にございません

(5) 譲渡株式の数、譲渡価額、譲渡
益及び譲渡後の持分比率

　①　株式会社ライブドア
　譲渡株式数： 100,000株

　譲渡価額： 6,305百万円

　譲渡益： 当社の個別業
績上、約4,022
百万円を計上
する予定であ
ります。

　譲渡後の持分比率： ０％

 
　②　株式会社エイシス
　譲渡株式数： 200株

　譲渡価額： 1,900百万円

　譲渡益： 当社の個別業
績上、譲渡損益
は計上しない
予定でありま
す。

　譲渡後の持分比率： ０％
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)臨時報告書
金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等
の開示に関する内閣府令第19条第１項及び第２項第
３号の規定に基づく臨時報告書であります。

　
平成22年５月14日
関東財務局長に提出

(2)
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度　　自　平成21年４月１日
(第15期)　　至　平成22年３月31日

　
平成22年６月30日
関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成21年12月21日

株式会社ＬＤＨ

取締役会　御中

　

あすなろ監査法人

　 代表社員
業務執行社員

公認会計士 松山　昌司　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士 辻　　高史　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社ＬＤＨの平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社ＬＤＨ及び連結子会社の平成21年9月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　
追記情報

中間連結貸借対照表に関する注記に記載のとおり、会社は有価証券報告書の虚偽記載を理由として個人株

主及び機関投資家より損害賠償請求を受けている。その裁判の結果によっては合計で25,743百万円の損害賠

償金の支払が発生する可能性がある。上記株主訴訟のうち、個人株主を原告とする訴訟について東京地方裁判

所にて判決が出され、会社はこの判決を不服として東京高等裁判所に控訴している。なお、このうち原告の一

部とは和解が成立している。さらに日本生命保険相互会社その他5信託銀行からの訴訟について東京高等裁判

所にて判決が出され、会社はこの判決を不服として最高裁判所に上告を予定している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　　上

　
 

※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成21年12月21日

株式会社ＬＤＨ

取締役会　御中

　

あすなろ監査法人

　 代表社員
業務執行社員

公認会計士 松山　昌司　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士 辻　　高史　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社ＬＤＨの平成21年4月1日から平成22年3月31日までの第15期事業年度の中間会計期間

（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ＬＤＨの平成21年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　
追記情報

中間貸借対照表に関する注記に記載のとおり、会社は有価証券報告書の虚偽記載を理由として個人株主及

び機関投資家より損害賠償請求を受けている。その裁判の結果によっては合計で25,743百万円の損害賠償金

の支払が発生する可能性がある。上記株主訴訟のうち、個人株主を原告とする訴訟について東京地方裁判所に

て判決が出され、会社はこの判決を不服として東京高等裁判所に控訴している。なお、このうち原告の一部と

は和解が成立している。さらに日本生命保険相互会社その他5信託銀行からの訴訟について東京高等裁判所に

て判決が出され、会社はこの判決を不服として最高裁判所に上告を予定している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　　上

　
 

※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成22年11月18日

株式会社ＬＤＨ

取締役会　御中

　

あすなろ監査法人

　 代表社員
業務執行社員

公認会計士 松山　昌司　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士 辻　　高史　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社ＬＤＨの平成22年4月1日から平成23年3月31日までの第16期事業年度の中間会計期間

（平成22年4月1日から平成22年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ＬＤＨの平成22年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成22年4月1日から平成22年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。

　
追記情報

中間貸借対照表に関する注記に記載のとおり、会社は旧証券取引法違反等を理由として個人株主及び機関

投資家等より損害賠償請求を受けている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　　上

　
 

※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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